
億円　　　▲：赤字 　　　連結従業員数

年・３月期 リストラ費用 最終損益 　　国内 　　海外 　　　　　　　　　　　主なできごと
００年 16 11 20,396 5,048 ２０００人削減,基板事業などの統廃合

０１年 50 89 20,182 5,444 パート・派遣などの契約打ち切り
０２年 160 　　▲３４０ 18,501 5,096 ６％賃金カット（約２０億円）、分社化促進
０３年 61 　　▲　６５ 16,869 5,651 芝浦・小金井など売却、賃上げ９ヶ月延期

０４年 77 13 15,350 5,610 厚生年金代行返上で１０４億円利益
０５年 24 112 14,731 5,679 利益準備金７３億円取崩、退職金制度変更

０６年 14 51 14,594 6,581 株・為替での利益１０３億円、労組運動理念変更
０７年 32 　　▲３６４ 14,405 6,975 １７００人の異動（転出含む）固定費削減１５０億円

０８年 48 6 15,313 7,327 賃上げ９ヶ月凍結・資産売却益６８億円
０９年 187 　　▲４５０ 11,400 6,015 半導体売却（５５００人減）売却益７９４億円
１０年 7 36 11,273 6,838 固定削減１５０億円・賃金減平均８５万円

１１年予算 70 　　▲２８０ １０００人削減、国内グループ企業の統廃合
※リストラ費用：事業再建改造改革費用、特別退職金などの合計

億円　▲：赤字 ２月計画 １０月計画 ２月計画 １０月計画 １０月目標

連結決算 ２０１０年３月期 ２０１１年３月期 ２０１１年３月期 ２０１３年３月期 ２０１４年３月期 ２０１６年３月期

売上高 ４，４３９億円 ４，５００億円 ４，５００億円 ５，０００億円 ５，２００億円 ６，０００億円
営業利益 　　１４０億円 　　１２０億円 　　１２０億円 　　１８０億円 　　２２０億円 　　３００億円
営業利益率 3.1% 2.7% 2.7% 3.6% 4.2%
経常利益 　　　８０億円 　　　５５億円
当期利益 　　　３６億円 　　　４５億円 　▲２８０億円
純有利子負債率 １．８倍 １．３倍 １倍以下
国内企業数 ※ ６割削減 35
自己資本比率 15% ２０％以上

◎純有利子負債率：（負債ー預貯金）／自己資本　　　　自己資本比率：自己資本／総資本

※１０年３月期の国内子会社数は５４社（内　連結３５社）　国内関連会社数は１２社

２ ０ １ ０ 年 １ ０ 月 号 外

東京都港区三田３－２－２０ TEL 03-3455-6006

http://oak47-02.web.infoseek.co.jp

★ 沖電気の職場を明るくする会 【ＯＡＫ】★

企
業
の
社
会
的
責
任

０
９
年
、
民
間
企
業
で
働
く
人

の
年
間
平
均
給
与
は
９
７
年
か

ら
６
１
万
円
減
の
４
０
６
万
円
。

就
業
者
数
は
２
７
５
万
人
減
、

正
規
社
員
数
は
４
３
２
万
人
減

の
３
３
８
０
万
人
。
こ
れ
ら
の

結
果
、
税
収
、
保
険
料
な
ど
の

減
少
と
結
び
つ
い
て
日
本
社
会

の
土
台
が
崩
れ
て
き
て
い
ま
す
。

企
業
は
何
の
た
め
、
誰
の
た
め

に
あ
る
の
か
問
わ
れ
て
い
ま
す
。

◆ 沖電気グループの国内従業員数は２０００年から９，１２３人減少
◆ ２０００年～１０年間のリストラ費用は６７６億円

首切り費用
７０億円

退職給付債務
２２０億円

特別損失

２９０億円＋ ＝

４５億円の黒字予想を詐欺まがいの操作で特別損失を創りだし２８０億円の赤字計上

２
月
計
画
で
発
表
せ
ず
、
な
ぜ
今
な
の
か
？

変
転
す
る
方
針
が
人
材
も
や
る
気
も
奪
う

９
２
年
、
５
億
円
の
赤

字
で
２
０
０
０
人
の
首
切

り
が
提
案
さ
れ
て
か
ら
１

８
年
。
１
０
回
の
最
終
赤

字
で
し
た
。
そ
の
度
に
リ

ス
ト
ラ
が
提
案
さ
れ
ま
し

た
。
職
場
は
雇
用
も
賃
金

も
労
働
条
件
も
や
る
気
も

低
下
し
て
い
ま
す
。

１
０
月
８
日
に
発
表
さ

れ
た
経
営
計
画
は
前
年
に

一
人
平
均
８
５
万
円
の
賃

金
ダ
ウ
ン
で
３
６
億
円
黒

字
に
協
力
し
た
ば
か
り
、

い
き
な
り
首
切
り
の
提
案

に
職
場
は
怒
り
が
湧
き
起

こ
っ
て
い
ま
す
。

隠
さ
れ
て
い
た

首
切
り

２
月
に
「
こ
れ
ま
で
の

分
社
化
・
別
会
社
化
の
施

策
（
分
散
型
経
営
）
か
ら

統
合
型
経
営
へ
の
切
り
替

え
で
収
益
力
の
最
大
化
が

目
的
の
中
期
経
営
」
と
の

説
明
だ
け
で
、
人
員
削
減

計
画
は
隠
さ
れ
て
い
ま
し

た
。
企
業
業
績
が
悪
化
す

る
と
機
敏
に
首
切
り
を
行

う
経
営
者
は
褒
め
ら
れ
ま

せ
ん
。

年
金
積
み
立
て

不
足
は
以
前
か
ら

沖
電
気
の
企
業
年
金

は
資
金
運
用
の
悪
化
な
ど

か
ら
将
来
の
安
定
的
な
給

付
に
必
要
な
積
み
立
て
が

で
き
て
い
ま
せ
ん
。

し
か
し
、
基
金
の
７
月

の
公
表
は
「
現
在
の
回
復

計
画
で
積
み
立
て
水
準
は

ク
リ
ア
で
き
る
の
で
対
策

の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
」

と
な
っ
て
い
ま
す
。

積
み
立
て
不
足
３
０
０

億
円
超
は
以
前
か
ら
判
明

し
て
い
た
こ
と
で
す
。
な

ぜ
２
月
で
補
填
を
計
画
せ

ず
、
今
な
の
で
し
ょ
う
か

経
営
不
信
を
誘
っ
て
し
ま

い
ま
す
。

■
企
業
利
益
優
先
の
労
働

組
合
は
労
働
者
利
益
優
先

へ
の
転
換
が
必
要
で
す
。



★ なくそう貧困 守ろう生活 変えよう政治 ★ ２ ０ １ ０ 年 １ ０ 月 号 外

日本経済新聞 １０月９日

朝日新聞 １０月９日

１０月８日 発表の沖電気 中期経営計画

２０１０年３月期 経営基盤強化費用 ①企業年金 基金積立不足の補填 ２２０億円
② １０００人削減 ７０億円

２０１４年３月期 基盤強化施策での効果額 ③退職給与制度の改定 ３５億円
④調達 コスト削減 ５０億円 ⑤業務効率化と人材適正 １１５億円

各紙 新聞報道 冗
談
じ
ゃ
な
い
！

今
、
会
社
を
辞
め
る
わ
け
に
は
い
か
な
い
！

経
営
者
は
責
任
を
と
っ
て
な
い
ぞ
！

退
職
金
給
与
制
度
改
定
案

《
現
行
の
制
度
は
》

退
職
金
＋
確
定
給
付
企
業
年
金

給
付
額
が
確
定
し
て
い
る
。
資
金
は

年
金
基
金
が
運
用
。
不
足
し
た
場
合
は

企
業
が
責
任
を
持
ち
補
充
。

《
改
定
案
は
拠
出
制
度
中
心
に
》

退
職
金
＋
確
定
給
付
企
業
年
金

＋

確
定
拠
出
年
金

企
業
拠
出
額
（
支
出
）
が
確
定
し
て
い

る
。
資
金
の
運
用
は
従
業
員
が
運
用
す

る
の
で
給
付
額
の
責
任
は
企
業
に
な
い
。

「
職
場
異
動
が
頻
繁
で
仕
事
も
生
活
も
安
定
せ
ず
、
モ

チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
上
が
ら
な
い
」
と
い
う
状
態
か
ら
抜
け

出
し
た
い
。
と
い
う
社
員
の
声
を
無
視
し
た
沖
電
気
の

非
情
な
提
案
に
怒
り
が
大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。


